
 

 
 

 
 

臨時の特性試験の試験方法 

 
 この試験方法は、特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則に基づく告示（平成 16 年総務省告示第
88 号第 2 項）に基づき、一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター様が設置する「無線設備の試験方
法に関する調査検討委員会」にて策定されたものを参考に一般社団法人タコヤキが公開するものです。 
 一般社団法人タコヤキにおける本試験方法の運用については、測定内容、測定手順及び測定器の選定等を含
めて、一般社団法人タコヤキの責任下において運用いたします。 
 この試験方法の内容等に関するご質問等は一般社団法人タコヤキにお問合せください。 
 



試験方法名称「時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話の無線局に使

用するための無線設備の特性試験方法」 

略称「ｓＸＧＰ方式デジタルコードレス電話の特性試験方法」 

「証明規則第２条第１項第21号の３に掲げる無線設備（設備規則第49条の８の２の３におい

てその無線設備の条件が定められている時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコ

ードレス電話の無線局に使用するための無線設備）の試験方法」 

一 一般事項 

１ 試験場所の環境 

室内の温湿度は、ＪＩＳ Ｚ８７０３による常温５～３５℃の範囲、常湿４５～８

５％（相対湿度）の範囲内とする。 

２ 電源電圧 

（１）技術基準適合証明における特性試験の場合 

電源は、定格電圧を供給する。 

（２）認証における特性試験の場合 

電源は、定格電圧及び定格電圧±１０％を供給する。ただし、次の場合を除く。 

ア 外部電源から受験機器への入力電圧が±１０％変動した場合における受験機

器の無線部（電源は除く。）の回路への入力電圧の変動が±１％以下であること

を確認できたときは、定格電圧のみで試験を行う。 

イ 電源電圧の変動幅が±１０％以内の特定の変動幅内でしか受験機器が動作し

ない設計となっており、その旨及び当該特定の変動幅の上限値と下限値が工事設

計書に記載されているときは、定格電圧及び当該特定の変動幅の上限値及び下限

値で試験を行う。 

３ 試験周波数と試験項目 

（１）受験機器の発射可能な周波数が３波以下の場合は、全波で全試験項目について

試験を行う。 

（２）受験機器の発射可能な周波数が４波以上の場合は、上中下の３波の周波数で全

試験項目について試験を行う。 

（３）キャリアセンス機能については、個別の試験項目で示す周波数について試験を

行う。 

４ 予熱時間 

工事設計書に予熱時間が必要である旨が明記されている場合は、記載された予熱時

間経過後に測定する。その他の場合は、予熱時間をとらない。 

５ 測定器の精度と較正等 

（１）測定値に対する測定精度は、必要な試験項目において説明する。測定器は、較

正されたものを使用する。 

（２）測定用スペクトルアナライザは、掃引方式デジタルストレージ型とする。ただ

し、ＦＦＴ方式のものであっても、検波モード、分解能帯域幅（ガウスフィル

タ）、ビデオ帯域幅等について各試験項目のスペクトルアナライザの設定ができる

ものは、使用してもよい。 

（３）スペクトルアナライザのアベレージ機能として対数の平均（ビデオアベレー

ジ）を標準とする機種が多いが、対数の平均ではなく、ＲＭＳ平均を使用する。 



６ 本試験方法の適用対象 

（１）空中線端子（試験用端子を含む。）のある設備に適用する。 

（２）内蔵又は外部試験装置を用いて次の機能が実現できることが望ましい。 

ア 試験周波数に設定する機能 

イ 最大出力状態に設定する機能（最大出力状態とは、変調方式（ＱＰＳＫ、１

６ＱＡＭ等）及びサブキャリア数（リソースブロック数）の組合せで決定される

中で、最大送信電力となる状態をいう。） 

ウ 連続受信状態に設定する機能 

エ 標準符号化試験信号（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｏ.１５０による９段ＰＮ符号、１５段

ＰＮ符号、２３段ＰＮ符号等）を用いて変調する機能 

注 上記の機能が実現できない機器の試験方法については、別途検討する。 

７ その他 

（１）受験機器の擬似負荷の特性インピーダンスは、５０Ω とする。 

（２）各試験項目の結果は、測定値とともに技術基準の許容値を表示する。 

（３）測定器の条件等及び測定操作手順に記載の搬送波周波数は、割当周波数とす

る。 

（４）受験機器の測定点は、送受信装置の出力端から空中線系の給電線の入力端の間

のうち、定格の空中線電力を規定しているところとする。定格の空中線電力を規

定しているところで測定できない場合は、適当な測定端子で測定して換算する。 

（５）外部試験装置は、受験機器と回線接続ができ、試験用動作モード、空中線電力

の制御等が可能な装置、又は試験に必要な信号を受験機器に与える信号発生器と

する。 

（６）外部試験装置なしで送信可能な無線設備は、フリーランの状態で測定してもよ

い。 

（７）工事設計書にサブキャリア数（リソースブロック数）、サブキャリアの配置、出

力制限等が記載されている場合は、その条件で試験を行ってもよい。 

（８）通常の運用状態において電波を送信しないサブキャリア（ＤＣサブキャリア

等）は、送信しなくてよい。 

（９）受験機器が複数の空中線端子を有する場合は、各空中線端子において測定を行

う。 

（１０）複数の空中線端子を有する場合であっても同時に電波を発射しない空中線選択

方式（アンテナダイバーシティ等）のときは、選択した空中線の空中線端子のみで

測定を行う。 

ただし、空中線端子によって測定値が異なることが懸念されるときは、空中線の

切り替えを行い、他の空中線端子でも測定を行う。 

（１１）複数の送信空中線を有し、空間多重方式（ＭＩＭＯ）を用いる無線設備にあ

っては、空中線電力の試験項目は各空中線端子で測定した値の総和により、それ

以外の試験項目は各空中線端子で測定した値による。ただし、別途、試験項目に

規定する場合は除く。 

（１２）本試験方法は標準的な方法を定めたものであるが、これに代わる他の試験方

法について技術的に妥当であると証明された場合は、その方法で試験を行っても

よい。 



８ その他の条件 

（１）通信方式は以下のとおりであること。 

ア 時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話の親機から時分

割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話の子機への送信を行

う場合は、直交周波数多重方式と時分割多重方式を組み合わせた多重方式を使

用する時分割複信方式。 

イ 時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話の子機から時分

割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話の親機への送信を行

う場合は、直交周波数分割多元接続方式と時分割多元接続方式を組み合わせた

接続方式又はシングルキャリア周波数分割多元接続方式と時分割多元接続方式

を組み合わせた接続方式を使用する時分割複信方式。 

（設備規則 第４９条の８の２の３ 第１項 第一号 イ） 

（２）測定値の算出に使用するバースト時間率（＝電波を発射している時間／バース

ト周期）は、工事設計書に記載された値を用いる。ただし、疑義が生じた場合

は、スペクトルアナライザ等により確認する。 

二 周波数の偏差 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）周波数計は、波形解析器を用いる。波形解析器は、理想的信号と受信信号との

相関値から計算により周波数を求める装置であり、外部試験装置に内蔵されてい

る場合がある。 

（２）周波数計の測定確度は、規定の許容偏差の１／１０以下の確度とする。 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数及び最大出力に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

４ 測定操作手順 

受験機器の周波数を測定する。 

５ 結果の表示 

周波数の測定値をＭＨｚ単位で表示するとともに、測定値の割当周波数に対する偏

差を百万分率（１０-6）の単位で（＋）又は（－）の符号を付けて表示する。 

６ その他の条件 

（１）外部試験装置の基準周波数が、受験機器の周波数に影響することに留意が必要

である。 

（２）受験機器を無変調状態とすることができる場合は、周波数計としてカウンタを

用いて測定してもよい。 

三 占有周波数帯幅 



１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）スぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数  搬送波周波数 

掃引周波数幅  許容値の約２～３．５倍（例  ３ＭＨｚ） 

分解能帯域幅  許容値の約１％以下  （例 １０ｋＨｚ） 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅の３倍程度（例 ３０ｋＨｚ） 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注１） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  搬送波レベルがスぺクトルアナライザの雑音レベルより

４０ｄＢ以上高いこと 

データ点数  ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード  連続掃引（波形が変動しなくなるまで） 

検波モード  ポジティブピーク 

表示モード  マックスホールド 

（例は、占有周波数帯幅の許容値が１．４ＭＨｚの場合である。） 

注１ 掃引時間は（データ点数×バースト周期）以上とする。 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数及び最大出力に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

（３）キー操作、制御器又は外部試験装置を用いて占有周波数帯幅が最大となる状態

に設定する。 

４ 測定操作手順 

（１）占有周波数帯幅が最大となる状態で測定するため、波形の変動がなくなるまで

連続掃引する。 

（２）掃引終了後、全データをコンピュータの配列変数に取り込む。 

（３）全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 

（４）全データの電力総和を求め、全電力として記憶する。 

（５）最低周波数のデータから順次上に電力の加算を行い、この値が全電力の０．

５％となる限界データ点を求める。その限界データ点の周波数を下限周波数とし

て記憶する。 

（６）最高周波数のデータから順次下に電力の加算を行い、この値が全電力の０．

５％となる限界データ点を求める。その限界データ点の周波数を上限周波数とし

て記憶する。 

（７）占有周波数帯幅（＝上限周波数－下限周波数）を計算する。 

５ 結果の表示 



占有周波数帯幅の測定値をＭＨｚ単位で表示する。 

６ その他の条件 

（１）３（２）において送信バースト長が可変できる場合は、原則として最も短い送

信バースト長に設定する。 

（２）３（３）において占有周波数帯幅が最大となる状態とは、変調方式（ＱＰＳ

Ｋ、１６ＱＡＭ等）及び最大のサブキャリア数（最大のリソースブロック数）の

組合せで決定される送信条件の中で占有周波数帯幅が最大となる状態で、かつ、

その送信条件において最大出力の状態をいう。 

（３）３（３）に規定する占有周波数帯幅が最大となる状態の特定が困難な場合は、

推定される複数の送信条件で測定を行う。 

四 スプリアス発射又は不要発射の強度（帯域外領域） 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）搬送波近傍における不要発射探索時のスぺクトルアナライザの設定は、次のと

おりとする。 

掃引周波数幅     （注１） 

分解能帯域幅     ３０ｋＨｚ 

ビデオ帯域幅     分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注２） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例  ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

データ点数  ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ポジティブピーク 

注１ 占有周波数帯幅 １．４ＭＨｚ 

搬送波周波数±（０．７ＭＨｚ～１．７ＭＨｚ） 

占有周波数帯幅 ５．０ＭＨｚ 

搬送波周波数±（２．５ＭＨｚ～３．５ＭＨｚ） 

注２ 掃引時間は（データ点数×バースト周期）以上とする。 

（２）不要発射探索時のスぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

掃引周波数幅     （注３） 

分解能帯域幅     １ＭＨｚ 

ビデオ帯域幅     分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注２） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 



入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

データ点数  ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ポジティブピーク 

 

注３ 占有周波数帯幅 １．４ＭＨｚ 

搬送波周波数±（１．７ＭＨｚ～３．２ＭＨｚ） 

搬送波周波数±（３．２ＭＨｚ～３．５ＭＨｚ） 

占有周波数帯幅 ５．０ＭＨｚ 

搬送波周波数±（３．５ＭＨｚ～６．１ＭＨｚ） 

搬送波周波数±（６．１ＭＨｚ～７．３ＭＨｚ） 

搬送波周波数±（７．３ＭＨｚ～１２．５ＭＨｚ） 

（３）不要発射振幅測定時のスぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数      探索した不要発射の周波数 

掃引周波数幅     ０Ｈｚ 

分解能帯域幅     ３０ｋＨｚ（注１の周波数範囲） 

１ＭＨｚ （注３の周波数範囲） 

ビデオ帯域幅     分解能帯域幅の３倍程度 

掃引時間       測定精度が保証される時間 

Ｙ軸スケール     １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル      最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０から－１５ｄＢｍ程度） 

掃引モード      単掃引 

検波モード      ＲＭＳ 

（４）不要発射振幅測定時のスぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数      探索した不要発射の周波数 

掃引周波数幅     １ＭＨｚ 

分解能帯域幅     ３０ｋＨｚ 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注４） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ＲＭＳ 

注４ 掃引時間は（データ点数×バースト周期×任意の自然数）とする。 

（５）ＤＥＣＴ（Ｆ１，Ｆ５）保護帯域の不要発射探索時のスペクトルアナライザの

設定は、次のとおりとする。 

中心周波数      １，８９５．６１６ＭＨｚ、１，９０２．５２８ＭＨｚ 

掃引周波数幅     １．１５２ＭＨｚ 

分解能帯域幅     ３０ｋＨｚ 



ビデオ帯域幅  分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注４） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ポジティブピーク 

（６）ＤＥＣＴ（Ｆ１，Ｆ５）保護帯域の不要発射振幅測定時のスペクトルアナライ

ザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数      １，８９５．６１６ＭＨｚ、１，９０２．５２８ＭＨｚ 

掃引周波数幅     １．１５２ＭＨｚ 

分解能帯域幅     ３０ｋＨｚ 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注４） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ＲＭＳ 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数及び最大出力に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

（３）キー操作、制御器又は外部試験装置を用いて帯域外領域における不要発射の強

度が最大となる状態に設定する。 

４ 測定操作手順 

（１）スぺクトルアナライザの設定を２（１）とし、掃引周波数幅内の不要発射を探

索する。 

（２）探索した不要発射の振幅値が許容値以下の場合は、探索値を測定値とする。 

（３）探索した不要発射の振幅値が許容値を超える場合は、スペクトルアナライザの

設定を２（３）とし、不要発射の振幅値を次のとおり求める。 

ア バースト内の全データをコンピュータの配列変数に取り込む。 

イ 取り込んだ全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 

ウ 真数に変換した値の平均値（バースト内平均電力）を求め、測定値とする。 

（４）スぺクトルアナライザの設定を２（２）とし、掃引周波数幅内の不要発射を探

索する。 

（５）探索した不要発射の振幅値が許容値以下の場合は、探索値を測定値とする。 

（６）探索した不要発射の振幅値が許容値を超える場合は、上記（３）の方法によ

り、不要発射の振幅値を求める。 

（７）上記（６）において不要発射の振幅値が許容値を超える場合は、スペクトルア

ナライザの設定を２（４）とし、不要発射の振幅値を次のとおり求める。 

ア 全データをコンピュータの配列変数に取り込む。 

イ 取り込んだ全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 



ウ 真数に変換した値の電力総和を求め、これをＰＳ とする。（注５） 

注５ 電力総和は、次の式により算出する。 

 

 

 

ここで、 

ＰＳ：掃引周波数幅内の電力総和（Ｗ） 

Ｅｉ：１サンプルの測定値（Ｗ） 

ＳＷ：掃引周波数幅（ＭＨｚ） 

ｎ ：掃引周波数幅内のサンプル数 

ｋ ：等価雑音帯域幅の補正値 

ＲＢＷ：分解能帯域幅（ＭＨｚ） 

エ ＰＳ にバースト時間率の逆数を乗じた値を測定値とする。 

（８）スペクトルアナライザの設定を２（５）として、不要発射を探索する。 

（９）探索した不要発射の振幅測定値に分解能帯域幅換算値（注６）を加えた値が許

容値以下の場合、これを測定値とする。 

注６ （分解能帯域幅換算値）＝１０ｌｏｇ（（参照帯域幅）／（測定時の分解

能帯域幅）） 

（１０）探索した不要発射の振幅測定値に分解能帯域幅換算値を加えた値が許容値を

超える場合、以下の手順で詳細測定を行う。 

（１１）スペクトルアナライザの設定を２（６）として、ＤＥＣＴ保護領域の不要発

射の電力（ＰＤ）を測定する。 

ア スペクトルアナライザを掃引する。 

イ 全データをコンピュータの配列変数に取り込む。 

ウ 取り込んだ全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 

エ 真数に変換した値の電力総和を求め、これをＰＤ とする。（注７） 

注７ 電力総和は、次の式により算出する。 

 

 

 

ここで、 

ＰＤ：掃引周波数幅内の電力総和（Ｗ） 

Ｅｉ：１サンプルの測定値（Ｗ） 

ＳＷ：掃引周波数幅（ＭＨｚ） 

ｎ ：掃引周波数幅内のサンプル数 

ｋ ：等価雑音帯域幅の補正値 

ＲＢＷ：分解能帯域幅（ＭＨｚ） 

オ ＰＤ にバースト時間率の逆数を乗じた値を測定値とする。 

５ 結果の表示 

（１）不要発射の強度の測定値を測定帯域ごとに離調周波数とともに、技術基準で規

定する単位で表示する。 

（２）ＤＥＣＴ保護領域については、測定帯域ごとにｄＢｍ／１．１５２ＭＨｚ単位

ＰS＝
　

　 

ｉ

ｎ

＝１
 Ｅｉ ×

ＲＢＷ×ｋ×ｎ

ＳＷ

ＰD＝
　

　 

ｉ

ｎ

＝１
 Ｅｉ ×

ＲＢＷ×ｋ×ｎ

ＳＷ



で表示する。 

６ その他の条件 

（１）２（１）又は２（２）において掃引周波数幅は、（分解能帯域幅／２）の帯域幅

分内側に設定してもよい。 

（２）３（２）において送信バースト長が可変できる場合は、原則として最も短い送

信バースト長に設定する。 

（３）３（３）において帯域外領域における不要発射の強度が最大となる状態とは、

変調方式（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ等）、サブキャリア数（リソースブロック数）等

の組合せで決定される送信条件の中で、変調過程又は送信部の非線形性による不

要発射が最大となる状態で、かつ、その送信条件において最大出力の状態をい

う。 

（４）３（３）に規定する不要発射の強度が最大となる状態の特定が困難な場合は、

推定される複数の送信条件で測定を行う。 

五 スプリアス発射又は不要発射の強度（スプリアス領域） 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）搬送波抑圧フィルタは、必要に応じて使用する。 

（２）不要発射探索時のスぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

掃引周波数幅     （注１） 

分解能帯域幅     １ＭＨｚ 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される最小時間（注２） 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例  ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

データ点数  ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ポジティブピーク 

注１：占有周波数帯幅の許容値が１．４ＭＨｚのものは、搬送波周波数±３．５Ｍ

Ｈｚを除く３０ＭＨｚから搬送波周波数の５倍以上の周波数（例 ３０ＭＨｚか

ら１２．７５ＧＨｚ）までを掃引周波数幅１ＧＨｚ毎に、又は連続掃引して探索

するものとする。 

占有周波数帯幅の許容値が５．０ＭＨｚのものは、搬送波周波数±１２．５Ｍ



Ｈｚを除く３０ＭＨｚから搬送波周波数の５倍以上の周波数（例 ３０ＭＨｚか

ら１２．７５ＧＨｚ）までを掃引周波数幅１ＧＨｚ毎に、又は連続掃引して探索

するものとする。 

注２ 掃引時間は（データ点数×バースト周期）以上とする。 

（３）不要発射振幅測定時のスぺクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数  探索した不要発射の周波数 

掃引周波数幅  ０Ｈｚ 

分解能帯域幅     １ＭＨｚ 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅の３倍程度 

掃引時間  測定精度が保証される時間 

Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル  最大のダイナミックレンジとなる値（例 ミキサ入力に

おける搬送波のレベルが－１０～－１５ｄＢｍ程度） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ＲＭＳ 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数及び最大出力に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

（３）キー操作、制御器又は外部試験装置を用いてスプリアス領域における不要発射

の強度が最大となる状態に設定する。 

４ 測定操作手順 

（１）スぺクトルアナライザの設定を２（２）とし、掃引周波数幅ごとに不要発射を探

索する。送信帯域を探索する場合は、注１に規定する周波数範囲を除く。 

（２）探索した不要発射の振幅値が許容値以下の場合は、その値を測定値とする。 

（３）探索した不要発射の振幅値が許容値を超える場合は、スぺクトルアナライザの

中心周波数の設定精度を高めるため、掃引周波数幅を１００ＭＨｚ、１０ＭＨ

ｚ、１ＭＨｚというように分解能帯域幅の１０倍程度まで順次狭くして不要発射

の周波数を求める。 

（４）スペクトルアナライザの設定を２（３）とし、不要発射の振幅値を次のとおり求

める。 

ア バースト内の全データをコンピュータの配列変数に取り込む。 

イ 取り込んだ全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 

ウ 真数に変換した値の平均値（バースト内平均電力）を求め、これを測定値と

する。 

５ 結果の表示 

（１）不要発射の強度の測定値を測定帯域ごとに周波数とともに、技術基準で規定す

る単位で表示する。 

（２）多数点を表示する場合は、許容値の帯域ごとにレベルの降順に並べて表示す

る。 

６ その他の条件 

（１）搬送波抑圧フィルタを使用する場合は、フィルタの減衰領域内の不要発射を正

確に測定できないことがある。この場合は、測定値を補正する必要がある。 



（２）２（２）において掃引周波数幅は、（分解能帯域幅／２）の帯域幅分内側に設

定してもよい。 

（３）３（２）において送信バースト長を可変できる場合は、原則として最も長い送

信バースト長に設定する。 

（４）その他は、「スプリアス発射又は不要発射の強度（帯域外領域）」を参照するこ

と。 

六 空中線電力の偏差 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）電力計の型式は、通常、熱電対、サーミスタ等による熱電変換型又はこれらと

同等の性能を有するものとする。 

（２）減衰器の減衰量は、電力計に最適動作入力レベルを与えるものとする。 

（例 一般の熱電対型の場合の最適動作入力レベルは、０．１～１０ｍＷ） 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数及び最大出力に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

（３）複数の空中線端子を有する場合は、キー操作、制御器又は外部試験装置により

空中線端子ごとに最大出力となるように設定する。 

４ 測定操作手順 

（１）電力計の零調を行う。 

（２）搬送波を送信する。 

（３）継続的なバースト波の電力を十分長い時間にわたり、電力計で測定する（Ｐ

Ｂ）。 

（４）バースト内平均電力（Ｐ）を、次の式により算出する。 

Ｐ＝ＰＢ ×（Ｔ／Ｂ） 

ここで、 

Ｔ：バースト周期 

Ｂ：バースト長 

（５）複数の空中線端子を有する場合は、各空中線端子において測定を行う。 

５ 結果の表示 

空中線電力の測定値をｍＷ単位で、定格（工事設計書に記載される）の空中線電力

に対する偏差を％単位で（＋）又は（－）の符号をつけて表示する。 

６ その他の条件 

（１）２（１）において、スペクトルアナライザの検波モードをＲＭＳとして測定す

る場合は、電力計に代えてスペクトルアナライザを用いてもよい。ただし、スペ



クトルアナライザを用いる場合は、電力計を用いた測定結果と同等となることを

事前に確認する。（注１） 

注１ スペクトルアナライザの掃引時間を（データ点数×１フレーム時間（１０

ｍｓ））、表示モードをＲＭＳ平均に設定し、１０回以上掃引してバースト波の

電力を測定する（ＰＢ）。４（４）の式によりバースト内平均電力を算出す

る。 

（２）３（２）において送信バースト長を可変できる場合は、原則として最も長い送

信バースト長に設定する。 

（３）３（２）において最大出力となる状態とは、変調方式（ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ

等）及びサブキャリア数（リソースブロック数）の組合せで決定される中で、最

大送信電力となる状態をいう。 

（４）３（２）に規定する最大出力となる状態の特定が困難な場合は、推定される複

数の送信条件で測定を行う。 

七 搬送波を送信していないときの電力 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

搬送波を送信していない時の電力測定時のスペクトルアナライザの設定は、次の

とおりとする。 

中心周波数     搬送波周波数 

掃引周波数幅    ０Ｈｚ 

分解能帯域幅    占有周波数帯幅が１．４ＭＨｚのとき２ＭＨｚ程度 

          占有周波数帯幅が５．０ＭＨｚのとき５ＭＨｚ程度 

ビデオ帯域幅    分解能帯域幅の２～３倍程度 

掃引時間      測定精度が保証される時間 

Ｙ軸スケール    １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

入力レベル     雑音レベルから１０ｄＢ程度高い値となるレベル 

データ点数     ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード     単掃引 

検波モード     ＲＭＳ 

３ 受験機器の状態 

（１）外部試験装置から試験信号を加える。 

（２）試験周波数に設定し、継続的バースト送信状態とする。 

４ 測定操作手順 



（１）スペクトルアナライザの設定を２（１）とする。 

（２）中心周波数を搬送波周波数に設定して単掃引し、搬送波を送信しているサブフ

レーム及び搬送波を送信していないサブフレームを含む、１フレーム以上のデー

タ点の値をコンピュータに取り込む。 

（３）取り込んだデータについて搬送波を送信していない時間のデータから最大値を

求め、許容値未満となる場合は、その値を測定値とする。 

（４）許容値を超える場合は、搬送波を送信していない時間のデータを電力次元の真

数に変換し、サブフレーム（１ｍｓ）ごとに平均値を求める。 

５ 結果の表示 

搬送波を送信していないときの電力の測定値を、技術基準で規定された単位で表示

する。 

６ その他の条件 

（１）ビデオトリガ機能を有するスペクトルアナライザを用いる場合は、広帯域検波

器を省略できるものとする。 

（２）３（２）において送信バースト長を可変できる場合は、原則として最も長い送

信バースト長に設定する。 

（３）送信がＯＦＦにできる受験機器は、送信ＯＦＦにした状態で測定してもよい。 

（４）分解能帯域幅を技術基準で定める占有周波数帯幅に設定出来ない場合は、分解

能帯域幅を占有周波数帯幅より狭くして測定し、測定値に分解能帯域幅換算値を

加えた値を測定値としてもよい。 

（５）親局が常時送信するなど、搬送波を送信していない時の電力を測定することが

技術的に妥当出ない場合は測定を省略する。 

八 副次的に発する電波等の限度 

１ 測定系統図 
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２ 測定器の条件等 

（１）擬似負荷（減衰器）の減衰量は、測定対象が低レベルのため、なるべく低い値

とする。ただし、連続受信状態にできない受験機器の場合は、スペクトルアナラ

イザの最大許容入力レベルに注意する。 

（２）副次発射探索時のスペクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

掃引周波数幅     （注１） 

分解能帯域幅     （注１） 

ビデオ帯域幅  分解能帯域幅と同程度 

掃引時間  測定精度が保証される時間 



Ｙ軸スケール  １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

データ点数  ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード  単掃引 

検波モード  ポジティブピーク 

注１ 掃引周波数幅及び分解能帯域幅は、次のとおりとする。 

掃引周波数幅          分解能帯域幅 

３０ＭＨｚ   ～１，０００ＭＨｚ    １００ｋＨｚ 

１，０００ＭＨｚ～１２．７５ＧＨｚ    １ＭＨｚ 

（３）副次発射の振幅測定時のスペクトルアナライザの設定は、次のとおりとする。 

中心周波数     測定する副次発射の周波数（探索された周波数） 

掃引周波数幅    ０Ｈｚ 

分解能帯域幅    １００ｋＨｚ（１，０００ＭＨｚ未満） 

１ＭＨｚ（１，０００ＭＨｚ以上） 

ビデオ帯域幅    分解能帯域幅と同程度 

掃引時間      測定精度が保証される時間 

Ｙ軸スケール    １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

データ点数     ４００点以上（例 １，００１点） 

掃引モード     単掃引 

検波モード     ＲＭＳ 

３ 受験機器の状態 

（１）制御器又は外部試験装置を用いて受験機器の送信を停止し、試験周波数を連続

受信する状態とする。 

（２）連続受信状態にできない場合は、外部試験装置等より試験信号を加え、試験周

波数を一定の周期で間欠受信する状態とする。 

４ 測定操作手順 

（１）スペクトルアナライザの設定を２（２）とし、技術基準の異なる帯域ごとに副次

発射の振幅の最大値を探索する。ただし、外部試験装置を使用している場合は、そ

の信号を除く。 

（２）探索した結果が許容値以下の場合は、探索値を測定値とする。 

（３）探索した結果が許容値を超える場合は、スぺクトルアナライザの中心周波数の

設定精度を高めるため、掃引周波数幅を１００ＭＨｚ、１０ＭＨｚ、１ＭＨｚと

いうように分解能帯域幅の１０倍程度まで順次狭くして副次発射の周波数を求め

る。 

（４）スペクトルアナライザの設定を２（３）とし、副次発射の振幅値を次のとおり

求める。 

ア 全データ（バースト波の場合はバースト内の全データ）をコンピュータの配

列変数に取り込む。 

イ 取り込んだ全データ（ｄＢ値）を電力次元の真数に変換する。 

ウ 真数に変換した値の平均値（バースト波の場合はバースト内平均電力）を求

め、測定値とする。 

５ 結果の表示 

技術基準が異なる周波数帯ごとに最大の１波を周波数とともに、技術基準で規定さ



れる単位で表示する。 

６ その他の条件 

（１）３（２）のように連続受信状態に設定できない受験機器は、受験機器の間欠受

信の周期を最短に設定し、スペクトルアナライザの掃引時間を測定精度が保証さ

れる時間に設定して測定を行う。掃引時間は、（データ点数×間欠受信の周期）以

上とする必要がある。 

（２）４（４）において、受信状態において副次発射がバースト状に発射される場合

は、副次発射のバースト内平均電力を求める。 

九 キャリアセンス機能 

１ 測定系統図 

 

可変減衰器 
擬似負荷 

（減衰器） 
対向機器 受験機器 制御器 

変調信号 
発生器 

結合・ 
分配器 

スペクトル 
アナライザ 

パルス信号 
発生器 

 

２ 測定器の条件等 

（１）可変減衰器の減衰量は、受験機器と対向機器が回線接続できる適正な値に設定

する。特に対向機器にキャリアセンス機能がある場合は、対向機器への変調信号

発生器からの入力レベルに注意する。 

（２）変調信号発生器の設定は次のとおりとする。 

送信周波数  試験周波数 

変調  標準符号化試験信号を入力した保護対象となる変調方式

とする 

出力レベル  測定操作手順による 

（３）スペクトルアナライザの設定は次のとおりとする。 

中心周波数  規定帯域の中心周波数 

掃引周波数幅 規定帯域幅（１，８９３．５ＭＨｚ～１，９０６．１Ｍ

Ｈｚ） 

分解能帯域幅 １００ｋＨｚ程度 

ビデオ帯域幅 分解能帯域幅の３倍程度 

Ｙ軸スケール １０ｄＢ／Ｄｉｖ 

トリガ条件  フリーラン 

検波モード  ポジティブピーク 

（４）パルス信号発生器の設定は次のとおり（図１参照）とする。 

ア 通話チャネルでの送信不可能の設定 

変調信号発生器出力を２０ｍｓｅｃ未満オフとし２０ｍｓｅｃ以上オンとする

信号 

 



 

図１ 通話チャネル送信不可能時の変調信号発生器の設定 

イ 狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネルでの送信不可能の設定 

変調信号発生器出力を５ｍｓｅｃサイクルで６２５μｓｅｃ以上オンとする信

号 

 

図２ 狭帯域デジタルコードレス電話の制御チャネル送信不可能時の 

変調信号発生器の設定 

３ 受験機器の状態 

（１）試験周波数で最初に受信状態に設定する。 

（２）測定操作手順に示す状態に設定する。 

（３）送信周波数を、試験周波数に固定する。 

４ 測定操作手順 

Ｉ 通話チャネルの保護 

（１）スペクトルアナライザを２（３）の設定とする。 

（２）変調信号発生器を２（２）の設定とする。 

（３）変調信号発生器の出力レベルを受験機器の空中線接続端子部で規定のレベルに

設定する。 

ア 親機及び子機がキャリアセンスするもの 

ａ 占有周波数帯幅の許容値が１．４ＭＨｚのもの   －６２ｄＢｍ 

ｂ 占有周波数帯幅の許容値が５．０ＭＨｚのもの   －５６ｄＢｍ 

イ 親機のみがキャリアセンスするもの 

ａ 占有周波数帯幅の許容値が１．４ＭＨｚのもの   －６８ｄＢｍ 

ｂ 占有周波数帯幅の許容値が５．０ＭＨｚのもの   －６４ｄＢｍ 

（４）変調信号発生器の出力をオフの状態で、受験機器を運用状態にし、スペクトル

アナライザで電波を発射することを確認する。 

（５）パルス信号発生器を２（４）アの設定とし、変調信号発生器の出力をオンの状

態（図１参照）で、受験機器を運用状態にし、スペクトルアナライザで電波を発

射しないことを確認する。 

Ⅱ 狭帯域デジタルコードレス電話の保護 

（６）親機が電波を発射しようとする場合は、発射する周波数の全てについて、変調

信号発生器の周波数を１，８９８．４５ＭＨｚ又は１，９００．２５ＭＨｚとし

変調信号発生器
ＯＮ

ＯＦＦ

２０ｍｓｅｃ
未満 ２０ｍｓｅｃ以上

変調信号発生器
ＯＮ

ＯＦＦ

５ｍｓｅｃ
６２５µｓｅｃ



て、それぞれについて（７）から（１０）の試験を行う。 

（７）スペクトルアナライザを２（３）の設定とする。 

（８）変調信号発生器の送信周波数の設定を１，８９８．４５ＭＨｚ又は１，９０

０．２５ＭＨｚとして、出力レベルを以下のように設定する。 

ア 占有周波数帯幅の許容値が１．４ＭＨｚのもの      －７５ｄＢｍ 

イ 占有周波数帯幅の許容値が５．０ＭＨｚのもの      －８２ｄＢｍ 

（９）変調信号発生器の出力をオフの状態で、受験機器を運用状態にし、スペクトル

アナライザで電波を発射することを確認する。 

（１０）パルス信号発生器を２（４）イの設定とし、標準信号発生器の出力をオンの

状態（図２参照）で、受験機器を運用状態にし、スペクトルアナライザで電波を

発射しないことを確認する。 

５ 結果の表示 

良、否で表示する。 

６ その他の条件 

（１）変調信号発生器がパルス変調機能を有する場合は、パルス信号発生器は不要で

ある。 

（２）４Ⅰ（３）及び４Ⅱ（８）において指定した技術基準値を設定しても電波を発

射する場合は、１ｄＢ程度設定値を変化させて電波を発射しないことを確認す

る。 

（３）２（４）において、変調信号発生器から出力させる信号は繰り返し信号を前提

としているが、１回のみ信号を発生させる方法でも良い。 


